大阪府外国人看護師候補者資格取得支援事業補助金交付要綱

（目的）

第１条　府は、経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき入国する外国人看護師候補者の円滑かつ適正な受け入れが実施できるよう、外国人看護師候補者が日本で就労する上で必要となる日本語能力の習得及び、外国人看護師候補者を受け入れる施設の研修支援体制の充実を図るため、当該事業を実施する施設に対して、予算の定めるところにより、大阪府外国人看護師候補者資格取得支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、大阪府補助金交付規則（昭和４５年大阪府規則第８５号、以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところによる。
（補助金の交付対象とする病院）

第２条　経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき入国する外国人看護師候補者の受入施設とする。
（補助対象及び補助額）

第３条　補助金交付の対象となる経費及びその補助額は、別表に定める基準により算出した額以内とする。

（補助金の交付の申請）

第４条　規則第４条第１項による申請書（様式第１号）は、知事の定める日までに提出しなければならない。
２　前項の申請書（様式第１号）には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

　（１）様式第１－２号　要件確認申立書

　（２）様式第１－３号　暴力団等審査情報

　（３）その他知事が必要と認める書類
（補助金の交付の決定及び通知）

第５条　知事は、補助金の交付の申請があったときは、規則第５条の規定により補助金の交付の決定をするものとする。
２　知事は、補助金の交付の決定をしたときは、補助金の交付の申請をした設置者に交付決定通知書により通知するものとする。

（補助の条件）

第６条　規則第６条第２項の規定により、附する条件は次のとおりとする。

（１）　補助事業に要する経費として、交付を受けた補助金をその交付の目的に反して使用してはならない。

（２）　補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で価格が単価５０万円以上の機械及び器具については、第１５条に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないで、この補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。

（３）　知事の承認を受けて前号に定める財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を府に納付させることがある。

（４）　補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。

（５）　補助事業者に対し、補助事業に関し、必要な検査をすることがある。

（６）　補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、別紙様式第５号により速やかに知事に報告しなければならない。

　　　　　なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売り上げ割合等の申告内容に基づき報告を行うこととする。

　　　　　また、知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部を府に納付させることがある。

２　規則第６条第１項第１号の規定による知事の定める軽微な変更は、経費の３０％以内の変更とする。

３　補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合においては、知事の承認を受けなければならない。
（補助申請の取下げ）

第７条　補助金の交付の申請の取下げをすることができる期間は、規則第７条の通知を受けた日から起算して１０日以内に限り当該申請を取り下げることができる。

２　前項の規定による取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったものとみなす。
（補助金の減額等）

第８条　知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その状況に応じ、補助金を減額又は不交付とすることができる。
　（１）　経済上の連携に関する日本国とインドネシア共和国との間の協定に基づく看護及び介護分野におけるインドネシア人看護師等の受入れの実施に関する指針（平成２０年厚生労働省告示第３１２号）を遵守していないとき

（２）　経済上の連携に関する日本国とフィリピン共和国との間の協定に基づく看護及び介護分野におけるフィリピン人看護師等の受入れの実施に関する指針（平成２０年厚生労働省告示第５０９号）を遵守していないとき
（３）看護師及び介護福祉士の入国及び一時的な滞在に関する日本国政府とベトナム社会主義共和国政府との間の交換公文に基づく看護及び介護分野におけるベトナム人看護師等の受入れの実施に関する指針（平成２４年厚生労働省告示第５０７号）を遵守していないとき
（補助金の交付）

第９条　補助金は、規則第１１条の規定による補助金の確定後交付するものとする。ただし、知事は事業の円滑な遂行を図るため必要と認めるときは、規則第5条の規定による補助金交付決定額を概算払により交付するものとする。                                                           

２　前項ただし書の規定により補助金の交付を受けようとする者は、補助金の交付決定通知を受け取った日以後、速やかに補助金交付請求書（様式第3号）を知事に提出しなければならない。
（実績報告）

第10条　規則第１２条の規定による報告は、実績報告書（様式第２号）により補助金の交付を受けた年度の翌年度の４月２０日までに知事に提出することにより行わなければならない。

（検査等）

第11条　知事は、補助事業の適正な執行を図るため、必要があると認めるときは、補助事業者に対して遂行状況の報告を求め、または帳簿書類等を検査することができる。

（補助金の額の確定及び通知）

第12条　知事は、前々条の実績報告書の提出を受けた場合は、当該報告書等を審査し、及び必要に応じて調査等を行い、その報告に係る補助金の交付の実施結果が、交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、規則第１３条の規定により補助金の額を確定し、補助事業者へ通知するものとする。

（補助金の返還）
第13条　知事は、規則第１１条の規定による補助金の額の確定をした場合において、すでにその額を超える補助金が交付されているときは、規則第１６条第２項の規定に基づき返還を命ずるものとする。
２　前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とする。

３　前項に規定する期限内に納付がない場合には、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９５％の割合で計算した延滞金を徴するものとする。
（交付決定の取消し等）

第14条　知事は、次に掲げる事由に該当すると認める場合には、規則第５条に規定する補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。
（１）　補助事業者が、法令、規則、本要綱、補助金の交付決定の内容、これに附した条件に違反した場合

（２）　補助事業者が、補助金を他の用途に使用した場合

（３）　補助事業者が、補助金に関して不正、怠慢、虚偽その他不適当な行為を行った場合

（４）　交付の決定後生じた事情の変更等により、補助金の全部又は一部が必要でなくなった場合

２　知事は、前項の取り消し又は変更を行った場合には、交付した補助金のうち当該取り消し又は変更に係る部分の全部又は一部に相当する金額の返還を命ずるものとする。

３　知事は、第１項第１号から第３号までの事由に該当することを理由として交付決定を取り消し又は変更し、前項の規定による補助金の返還を命ずる場合には、補助事業者に対し、当該命令に係る補助金を補助事業者が受領した日から、当該命令により返還すべき補助金を補助事業者が納付するまでの期間に応じて、年利１０．９５％の割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。
４　第２項の規定に基づく補助金の返還及び前項の規定に基づく加算金の納付については、前条第２項及び第３項の規定を準用する。

５　前項の規定は、交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。

６　知事は、補助金の交付の決定を取り消し又は変更したときは、速やかにその旨を補助事業者に通知するものとする。

（取得財産の処分制限）

第15条　規則第１９条ただし書き並びに同条第４号の規定により知事が定める期間及び財産の種類は、補助事業等により取得した財産の処分制限期間（平成２０年厚生労働省告示第３８４号）のとおりとする。

（書類の保存）

第16条　補助事業者は、事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保管しておかなければならない。
（補助事業に係る措置）

第17条　知事は、本事業を効果的に運営するため、補助事業者において実施する事業又は実施した事業について情報の提供を求めるとともに、効果検証のための実績調査及び国家試験合格に向けた対策等、必要な措置を講じるものとする。
（細則の制定）

第18条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は別に定める。

付　則
　この要綱は、平成２３年２月９日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。
　この要綱は、平成２４年１月１８日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。

　この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。
　この要綱は、平成２９年２月１６日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。
　この要綱は、令和２年４月１日から適用する。
　この要綱は、令和４年２月16日から施行し、令和３年４月１日から適用する。

別表

補助金交付基準

外国人看護師候補者資格取得支援事業に伴う補助金交付額は、次により算出するものとする。ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。
（１）次表の第1欄に定める基準額と第2欄に定める対象経費の実支出額とを事業実施施設ごとに比較して少ない方の額を選定する。

（２）（１）により選定された額と当該事業に要する事業費から寄付金その他の収入を控除した額とを比較して少ない方の額を補助基本額とする。
	1　基準額
	2　対象経費

	（１）日本語習得支援事業

候補者等１人当たり

117,000円

（２）就労研修支援事業

１か所当たり

461,000円


	外国人看護師候補者資格取得支援事業の実施に必要な指導者経費（職員基本給、職員諸手当、非常勤職員手当、諸謝金、社会保険料）、報償費、旅費、備品費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、雑役務費


〔注１〕日本語習得支援事業の候補者数については、次のとおりとする。

①　基準額は、厚生労働省へ提出する事業計画書に基づく人数により算定する。

②　年度途中で受入等による増減があったときは、厚生労働省から補助金の追加募集等により認められた場合に限り算定の対象（受入人数の増があったときは、雇用日からの経費を計上するものとし、受入人数の減があったときは、退職日までの経費を計上するものとする。）とする。

③　大阪府外国人看護師候補者資格取得支援事業補助金交付申請後は、算定の対象としない。

〔注２〕外国人看護師候補者が看護師国家試験に合格し、看護師となった者についても、合格後１年間に限り、日本語習得支援事業及び就労研修支援事業の対象とする。
